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(様式８) 提案書雛型ア、イ及びウ

受付番号

ア．どこでもMY病院構想の実現に向けた実証事業

イ．シームレスな地域連携医療の実現に向けた実証事業

ウ．共通項目の開発に向けた実証事業

平成22年度「医療情報化促進事業」
提案書
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【1 提案する事業の概要】
【1.1 提案する事業の目的】

事業の目的

①脳卒中患者のADL維 持 、 寝 た きり 防⽌ を 、 医 療 ・ 介 護連携 に よ っ て 実 現
対象患者数： 550⼈ 、 参 加予 定 医 療 施 設： 35施設 参加予定福祉施設数：40施設

② 糖 尿 病 患 者 の 重症 化 を 防⽌ を 、 専 ⾨ 医 を 中 ⼼と した 病 診連携 ・ 診診連携によって実現
対象患者数：2,000⼈ 、 参 加予 定 医 療 施 設： 25施設

③疾病管理と医療・介護連携によって、患者QOLの向上、医療費の適正化を実現

情報システムを構築・活用し、「脳卒中」「糖尿病」の 疾 病 管 理 を ⾏ う 。

これまでの運用実績と強み 南庄内地域の特徴

IT化された地域連携パス
大腿骨近位部骨折パスを過去4年間稼働

脳卒中パスを過去3年間稼働

平成23年6⽉ よ り 糖 尿 病 パ ス 稼 働

地域連携システム
 10年 間継 続 運⽤ してきた地域連携システム「Net4U」

 SSL-VPNによるセキュアネットワークが構築済み。

 過去10年間の検体検査結果データを保有
（開業医の検査データの90%をカバー）

鶴岡地区（山形県鶴岡市・三川町）
・人口約16万人
・ 中 核 病 院： 市 ⽴ 荘内 病 院
・一般病院：4 ／ 診療所：91

強固なヒューマンネットワーク強固なヒューマンネットワーク

日常的な日常的なITIT利 活 ⽤ の 基 盤利 活 ⽤ の 基 盤

 市 ⽴ 荘内 病 院が 中 核 医 療 を 担 い 、
鶴岡地区医師会が回復期病院や
健診センターを運営。

 医療者と介護者の連携の会、が
ん緩和ケア普及のための地域プ
ロ ジ ェ ク ト 等 、 顔の ⾒ え る 会 合
が頻繁に開催されている。

 医 療 、 ⾏ 政 、 ⼤ 学 の 連携 基 盤 が
ある。
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【1.2 提案する事業の概要】

①新システム構築

②相互運用性構築

③追加セキュリティ対策

 現在のNet4Uと地域連携パスシス
テムを統合した『新Net4U』の構
築により、地域連携パス、検体検
査 等 の デ ー タ を 利 ⽤ した 疾 病 管 理
が可能となる。

 現シ ス テ ム か ら の デ ー タ 移 ⾏ 。

 より安全なシステム運営を実現す
るためのアクセスログ等のセキュ
リティ対策。

 ⼆ 次 医 療 圏 を 超え た シ ス テ ム 連携 、
地域連携システム間のデータ連携
に対応できるよう、相互運用性を
確保。

 JAHIS基本データセットへの対応。

 ４つの検査会社とのデータ連携・
相互運用性を実現。

 セ キ ュ リ テ ィ 対策 の ⾼ 度 化 。

 クライアント側にデジタル証明書
が必要となる仕組みを構築。
（下記参照）

「医療情報を受託管理する情報処理事業者向けガイ
ドライン」等準拠するべき事項についての考え方

 初期コスト、ランニングコストを抑えたシステム
の実現

 ISO27001（ISMS）認定を前提とした、セキュリ
ティ対策の充実

市 ⽴ 荘内 病 院

（中核病院）

検査会社

医療介護施設

ISDNﾀﾞｲｱﾙｱｯﾌﾟ接続ISDNﾀﾞｲｱﾙｱｯﾌﾟ接続

（ｸﾛｰｽﾞﾈｯﾄﾜｰｸ）

鶴岡地区医師会 専用線接続専用線接続

（ｸﾛｰｽﾞﾈｯﾄﾜｰｸ）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄSSL-VPNｲﾝﾀｰﾈｯﾄSSL-VPN
（ｵｰﾌﾟﾝﾈｯﾄﾜｰｸ）

追加セキュリティ対策の詳細図

デジタル証明書

クライアント証明書の導入。

デジタル証明書

クライアント証明書の導入。

運⽤ 管 理 規則 ・ 運⽤ ガ イ ド ラ イ ン 整 備

厚 ⽣ 労 働 省 推 奨 運⽤ 管 理 規定 に 準 拠 した 、

運⽤ 管 理 規則 ・ 運⽤ ガ イ ド ラ イ ン 整 備

厚 ⽣ 労 働 省 推 奨 運⽤ 管 理 規定 に 準 拠 した 、
新 しい運⽤ 管 理 規定 ・ 運⽤ ガ イ ド ラ イ ン を
整備する。

新Net4U構築

存 、 利 ⽤ 者 パ ス ワ ー ド 管 理 機 能を 構 築 す る 。

新Net4U構築

情報アクセス権の施設単位から個人単位
への変更、アクセスログの操作単位での保
存 、 利 ⽤ 者 パ ス ワ ー ド 管 理 機 能を 構 築 す る 。

鶴岡地区医師会内地域医療介護情報ネットワーク

専用線接続

①新システム構築

②相互運用性構築

凡例

新規導入システム

既存システム活用

調剤薬局市 ⽴ 荘内 病 院

（中核病院）

居宅介護

支援事業所
リハビリ

テーション病院

かかりつけ医 介護福祉施設訪問看護

ステーション

患者情報（基本情報、診断名、患者サマリ―…）

診療 情 報 （ 所⾒ 、 処 置 、 処 ⽅ …）

地域連携パス（脳卒中、糖尿病、大腿骨頸部骨折、がん）
各 種 ⽂ 書 （ 診療 情 報 提 供 書 、 指 ⽰ 書 、 画 像 …）

検査結果（患者単位・施設単位・地域単位）

地域疾病データベース・疾病管理機能
アクセス管理・セキュリティ管理機能

患者情報（基本情報）

病名情報

オーダ情報（処方）

検査結果（検体検査）

診療情報提供書（HL7 CDAR2）

データ

連携

JAHIS
基本
データ
セット

糖尿病コント

ロール病院
検査会社

（３社）

ダイアルアップ接続

診療情報・地域連携パス・介護情報の共有 検査データの送信

疾病管理可能な情報システムの概要図

SSL-VPNネットワーク

③追加セキュリティ対策

Net4U 地域連携パスシステム
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【1.2 提案する事業の概要】

提案する事業の概要と実施内容

①疾病管理可能な情報システム
の整備

②システム安全運用の

体制整備と教育

③情報システム
の実証

④疾病管理の評価

 鶴岡地域における要求の明確化

 既存システムとの整合性の検討

 新システム設計・開発

 セキュリティ対策

 運⽤ 管 理 規定 ・ 運⽤ ガ イ ド
ラインの整備

 講習等による人材育成

 運営費用に関する検討

 疾病データベースの評価

 アウトカムの評価

 業務効率化の評価

 システムの使いやすさの評価

疾 病 管 理 が 可 能な 情 報 シ ス テ ム を 構 築 ・ 運⽤ し、 有 効 な 疾 病 管 理 の 実 現に 向 け て 、 以 下 の 事 業を 実 施 す る 。

当地区で期待される効果
市 ⽴ 荘内 病 院が 中 核 医 療 と して ほ ぼ 全 治 療 を 担 っ て お り 、 鶴岡 地 区 医 師 会 が 回 復 期 病 院や 健 診セ ン タ ー を 運営 して い る た め 、

 地区内の脳卒中・糖尿病のほぼ全患者を対象とした疾病管理が可能となる。

 疾病データベースと国保の医療費を検証することで、医療経済的な効果測定が可能となる。

【脳卒中】【脳卒中】
ア ウ ト カ ム ： 地 域 全 体 に お け る ⾎ 圧 コ ン ト ロ ー ル に よ る 再 発 率 を 低 下 さ せ る 。

（維持期における血圧コントロールの実施とパス参加施設を拡大）

対象患者数：550⼈ （ 昨 年 度 の 脳卒 中 発 症 者 数 ）

3年後：
医療・介護がシームレスにつながっており、地域の
脳卒中発症患者の５割の疾病管理が実現している。

5年後：9割の脳卒中患者の疾病管理が実現できている。

【糖尿病】【糖尿病】
アウトカム：糖尿病治療の機能分化を進め、重傷化・合併症の予防する。

（ 地 域 に お け る 糖 尿 病 重症 化 ・ 合 併 症 の 因 ⼦ を 特 定 す る ）
対象患者数：2000人（アンケート調べ）

3年後：
糖 尿 病 専 ⾨ 医 を 中 ⼼ に 眼 科 医 や 腎 臓内 科 医 等 の 専 ⾨
医が連携し、5割の患者の疾病管理が実現している。

5年後：9割の糖尿病患者の疾病管理が実現できている。
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【２ 事業の実施計画】
【2.1 実施内容】

対象とする疾病 脳卒中 糖尿病

地 域 医 療 連携 を ⾏ う ⽬ 的

脳卒中患者を地域で診ていくことにより、再発の予防とADLの
維持をアウトカムとして、現在、脳卒中地域連携パスを運用して
いる。
今までの地域連携パスのデータの解析結果から、当地区におけ

る脳卒中患者の70%が高血圧症の合併があり、30%に脳卒中の既
往があることが判明しており、地域全体での血圧コントロールに
よる再発率の低下を目指している。

当 地 区 の 中 核 病 院に は 糖 尿 病 の 専 ⾨ 医 が お ら ず 、 糖 尿 病 の コ ン
トロールを別の病院が中心となり担うことで、地域における糖尿
病の二次予防（重症化・合併症の予防）を目的とする。
検査結果データの自動取り込み、パスによる紹介業務の定型化

を進めることで、地域における医療資源の機能分化を進める。
また、地域で糖尿病患者を診ることにより、逆紹介後の糖尿病

治 療 ド ロ ッ プ ア ウ ト の 防⽌ を目指す。

対象とする疾病患者数
年間発症者数：549⼈ （ 昨 年 度 地 域 連携 パ ス 実 績 よ り ） 治療患者数：1,967人（連携パス協議会アンケートから。アン

ケート回答数20／50診療所）

連携する機関

【地域連携パスによる連携】急性期病院、回復期病院、かかりつ
け 医 、 介 護⽼ ⼈ 保 健 施 設
【Net4Uによる連携】（上記に加えて）訪問看護ステーション、
調剤 薬局、 居 宅 介 護⽀援 事 業所

【地域連携パスによる連携】急性期病院、糖尿病コントロール病
院、かかりつけ医
【Net4Uによる連携】（上記に加えて）訪問看護ステーション、
調剤 薬局、 居 宅 介 護⽀援 事 業所

連携する医療機関数
現在：病院5＋診療所20
予定：病院5＋診療所30（参加施設の拡大）

予定：病院5＋診療所20（連携パス協議会アンケートから。アン
ケート回答数20／50診療所）

参加する医師の数 40名程度（Net4U利 ⽤ を 含 め る と 100名程度） 30名程度（Net4U利 ⽤ を 含 め る と 100名程度）

連携する医療機関以外の数
【地域連携パスによる連携】介 護⽼ ⼈ 保 健 施 設２
【Net4Uによる連携】（上記に加えて）訪問看護ステーション2、居 宅 介 護⽀援 事 業所2、特 別養護⽼ ⼈ ホ ー ム 1、調剤薬局4、検査会
社4）※調剤 薬局、 居 宅 介 護⽀援 事 業所（ ケ ア マ ネ ー ジ ャ ） を 中 ⼼ に Net4Uの 利 ⽤ を 拡 ⼤ す る 。

事 業を ⾏ う ⼆ 次 医 療 圏 の 名 称 ⼭ 形 県 庄 内 ⼆ 次 医 療 圏

連携される情報の形態 地域連携パス、検体検査結果データ、Net4U診療情報（1.2実施する事業の概要を参照）

疾病をシステムにより管理する効果

地 域 に お け る 疾 病 デ ー タ ベ ー ス を 構 築 し、 デ ー タ の 解析 、 介 ⼊ 、 評価 して い く こ と に よ る 疾 病 管 理 を 実 現す る 。 具体 的 に は 地 域 連
携 パ ス の 改 訂を ⾏ っ て い く こ と で PDCAサ イ ク ル を 回 して い き、 地 域 に お け る 診療 の 最 適化 を ⾏ う 。
当地区ではNet4Uに取込まれる検体検査データ（地域の開業医の検査データの9割 を 網 羅 して い る ） を 有 効 に 活 ⽤ す る こ と に よ り 、

疾 病 対象患 者 （ 特 に 糖 尿 病 ） の 特 定 に 役 ⽴ て て い く こ と が で きる 。

参加者の認証等について 2段階のID／パスワード認証と、デジタル証明書による認証を予定している。

事 業を ⾏ う た め の 作 業項⽬ と 内 容

①要求定義 ：システムの仕様に関する要求定義。
②事前調査 ：事業開始前の疾病管理等に関する調査。
③システム開発 ：要求定義に沿ったシステムの構築。
④ 運⽤ 管 理 規定 整 備 ： 運⽤ 管 理 規定 ・ 運⽤ ガ イ ド ラ イ ン の 整 備 。
⑤ シ ス テ ム 試⾏ ： 新 シ ス テ ム の 試⾏ 。 機 能が 正 しく 実 装さ れ て い る か を 確 認す る 。
⑥事後評価 ： 新 シ ス テ ム 試⾏ 後 の 評価 の 実 施 。
⑦事業報告 ：本事業の実施内容、調査・評価を取りまとめた事業報告の作成。
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【2.2 実施方法】

実施内容で記載した作業項目ごとの実施方法

②要求定義

①事前調査

③システム構築

④ 運⽤ 管 理 規定 整 備

⑤実証事業の実施

⑥事後評価

・ 臨床 Ｗ Ｇ （ 医 療 従 事 者 ・ 介 護従 事 者 ） が 中 ⼼ と な り 、 実 装す る シ ス テ ム の 機 能に 関す る 要求 定 義 を ⾏ う 。

・ 疫 学 Ｗ Ｇ （ ⾏ 政 ・ ⼤ 学 等 ） に よ る 効 果 検 証を 想 定 した 、 実 装す る シ ス テ ム の 機 能に 関す る 要求 定 義 を ⾏ う 。

・ 疫 学 Ｗ Ｇ が 中 ⼼ と な り 各 施 設が 協 ⼒ して 、 事 業開始 前の 疾 病 管 理 等 に 関す る 調査 を ⾏ う 。

・事業開始前の状況を調査する。

・要求定義に沿った情報システムを開発する。

・ 運⽤ 管 理 規定 ・ 運⽤ ガ イ ド ラ イ ン の 整 備 を ⾏ う （ 運⽤ Ｗ Ｇ ／ 事 務 局） 。

・事務局、運用ＷＧ、開発ＷＧが中心となり、システム説明会及びシステム導入作業を実施する。

・ 既 存 シ ス テ ム 利 ⽤ 者 は 、 既 存 シ ス テ ム と の 並 ⾏ 稼 働 に よ り シ ス テ ム の 利 ⽤ を 開始 す る 。

・ 新 規シ ス テ ム 利 ⽤ 者 は 、 新 規に 患 者 情 報 等 を 登 録して シ ス テ ム の 利 ⽤ を 開始 す る 。

・ シ ス テ ム 利 ⽤ 者 は 、 新 シ ス テ ム の 施 ⾏ 結 果 よ り 、 業務 効 率 化 、 シ ス テ ム の 使 い や す さ 、 問題点 等 を 評価 す る 。

・ 臨床 Ｗ Ｇ 、 疫 学 Ｗ Ｇ 、 運⽤ Ｗ Ｇ も 同 様 に 評価 を ⾏ い 、 機 能が 正 しく 実 装さ れ て い る か を 評価 す る 。

・ 開発 Ｗ Ｇ は 上 記評価 を 元 に 、 可 能な 範 囲 で の 機 能の 改 修 を ⾏ い 、 シ ス テ ム を 改 善 す る 。

⑦事業報告 ・事務局が中心となり、本事業の実施内容、調査・評価、今後の進め方等を取りまとめた事業報告を作成する。

・各ＷＧもそれぞれの実施内容の評価と今後の進め方を取りまとめる。

臨床ＷＧ 疫学ＷＧ

疾患毎の作業部会に分かれ、
地域連携パスの内容や運用
の検討、医療介護情報共有
に 関わ る 臨床 的 ⾒ 地 か ら 検
証を ⾏ う 。

疫学的側面から事業の調査
及 び 評価 を ⾏ い 、 地 域 に 資
する疾病データベースの構
築を実現する。

事務局

本事業の運営、及びシステ
ム 運⽤ 業務 を ⾏ う 。 ま た 、
各 Ｗ Ｇ の 協 ⼒ の も と 、 事 業
報告を作成する。

開発ＷＧ運用ＷＧ

運⽤ 管 理 規定 等 を 制 定 し、
安全な医療介護情報システ
ムの運用環境を整備する。
今 後 の ⾃ 律 的 な シ ス テ ム 運
営についても検討する。

新Net4U構築班、相互運用
性構築班、セキュリティ対
策班に分かれ、疾病管理が
可能となる情報システムを
構築する。

事業実施体制
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【2.3 作業スケジュール】

第１回協議会

システム要求定義

事前調査

システム設計

システム開発

新Net4U構築

相互運用性構築

追加セキュリティ対策

デ ー タ 移 ⾏

運⽤ 管 理 規則 ・ 運⽤ ガ イ ド ラ イ ン 等 策 定

シ ス テ ム 施 ⾏ 開始

事後評価

本稼働

事業報告書作成

第３回協議会

事業説明会

第２回協議会

事業・システム説明会

11⽉ 〜 2月（毎月開催）

各ＷＧ会議（随時開催）

システム導入

システムフォローアップ
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疾病管理が可能な情報システム
の整備

情報システムを安全に運用する
体 制 の ⾒ 直 しと 教 育 の 継 続

疾病管理の評価【脳卒中】

疾病管理の評価【糖尿病】

利 ⽤ 施 設の 増 加に 関す る 評価

業務効率化・システムの
使いやすさについての評価

医療費適正化効果の検証
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【2.4 ３ 年 間の ⽬ 標 及 び 作 業ス ケ ジ ュ ー ル 】

2011年度 2012年度 2013年度

【脳卒中】【糖尿病】

疾病管理機能の整備

情報システムを安全に運用

する体制の整備と教育

本事業に

おける

評価の実施

2013年度までに5割の脳卒中患者の疾病管理を実現

⾼ ⾎ 圧 コ ン ト ロ ー ル に よ る 再 発 率 低 下

2013年度までに5割の糖尿病患者の疾病管理の実現

重症化・合併症の予防及びリスク因子の特定

【⼼筋 梗 塞】等の慢性期疾患の疾病管理機能の整備

[年 度 ⽬ 標 ： +1疾患／年]

医 療 機 関・ 介 護施 設へ の 啓 発 ・ 市 ⺠へ の 啓 発

[2012年 度 ⽬ 標 ： 100施設] [2013年 度 ⽬ 標 ： 150施設]

施設の費用負担に関する検討 ASPによる事業の検討ASPによる事業の検討

他 地 域 で の 利 ⽤ の 検 討

業務効率化・システムの使いやすさについての評価の継続

情報システムの機能改善及び機能改善のための費用検討

安全管理に関わる教育についての検討安全管理に関わる教育についての検討

事業規模拡大に伴う人材雇用の検討

PDCAサイクルによる安全管理体制の充実PDCAサイクルによる安全管理体制の充実

ISO27001（ISMS）認定の検討

医療費適正化効果の検証
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【3 事業の実施体制】
【3.1 実施体制・役割】

コンソーシアム体制図

鶴岡地区医療・介護連携推進協議会

社団法人

鶴岡地区医師会

鶴岡市 庄内保健所
鶴岡地区

薬剤師会

鶴岡市

社会福祉

協議会

庄内南部地

域連携パス

推進協議会

鶴岡 市 ⽴

荘内病院

社団法人

鶴岡地区

⻭ 科 医 師 会

東 京 医 科 ⻭ 科

大学

株式会社

ストロー

ハット

慶應義塾大学

ＪＦＥ

システムズ

株式会社

日本マイ

クロソフト

株式会社

関連事業者 役割

代表団体 社団法人鶴岡地区医師会 コンソーシアム代表
全体統括・事務局
臨床ＷＧ・疫学ＷＧ
運用ＷＧ・開発ＷＧ

協 ⼒ 団 体 鶴岡市 評価・疫学ＷＧ

参加団体 庄内保健所 評価・疫学ＷＧ

参加団体 鶴岡 市 ⽴ 荘内 病 院 臨床ＷＧ

協 ⼒ 団 体 社 団 法 ⼈ 鶴岡 地 区 ⻭ 科 医 師 会 臨床ＷＧ

協 ⼒ 団 体 鶴岡地区薬剤師会 臨床ＷＧ

関連事業者 役割

協 ⼒ 団 体 鶴岡市社会福祉協議会 臨床ＷＧ

参加団体 庄内南部地域連携パス推進協議会 臨床ＷＧ

参加団体 慶應義塾大学 疫学ＷＧ
（アウトカム評価）

参加団体 東 京 医 科 ⻭ 科 ⼤ 学 運用ＷＧ
（システム運用支援）

参加団体 株式会社ストローハット 開発ＷＧ（システム開発）

再委託団体 ＪＦＥシステムズ株式会社 開発ＷＧ（システム開発）

協 ⼒ 団 体 日本マイクロソフト株式会社 開発ＷＧ（技術支援）

申請団体プロジェクト体制図

社団法人鶴岡地区医師会 担当者 役割 作業内容

三 原 ⼀ 郎 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 本事業全体の管理責任者として事業を推進
する。

土田兼史 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ 本事業全体の副管理責任者として管理責任
者を補佐し、事業を推進する。

⻫ 藤憲 康 会計担当（監査） 事 業の 会 計監 査 を ⾏ う 。

遠藤貴恵 業務管理者 事業実施に関わる業務を管理し、円滑な事
業運営を実現する。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ
土田兼史

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ
三 原 ⼀ 郎

会計担当（監査）

斎藤憲康

業務管理者

遠藤貴恵
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【3.2 個人情報保護】

本事業では申請団体である社団法人鶴岡地区医師会の個人情報保護規則に準じ、個人情報保護方針、個人情報保護規則、情報システム
管 理 規則 を 定 め 、 個 ⼈ 情 報 を 保 護す る こ と が 当 コ ン ソ ー シ ア ム （ 以 下 「 当 会 」 と い う 。 ） の 事 業活 動 の 基 本 で あ る と と も に 、 社 会 的 責任 、
責務 で あ る こ と に 鑑み 、 個 ⼈ 情 報 の 保 護に 関す る 法 律 第 ３ 条 に 規定 す る 基 本 理 念 に 基 づ い て 、 適正 な 運⽤ と 確 実 な 履 ⾏ に 努 め る 。

本事業における個人情報保護の考え方

（ １ ） 対象者 は 、 シ ス テ ム の 利 ⽤ 者 、 及 び 管 理 者 の 情 報 を 扱 う す べ て を 対象と す る 。

（ ２ ） 対象と な る 情 報 は 、 す べ て の 患 者 、 及 び 介 護サ ー ビ ス 利 ⽤ 者 、 そ の 家 族 、 シ ス テ ム の 利 ⽤ 者 に 関す る 情 報 と す る 。

本事業において個人情報保護の対象と考えられる情報

（１）運用ＷＧ及び運用責任者の設置
・ 当 会 の も と に 運⽤ Ｗ Ｇ 及 び 運⽤ 責任 者 を 設置 し、 情 報 シ ス テ ム に 関す る 取 扱 い 及 び 管 理 に 関し必 要な 事 項を 審 議し運⽤ 管 理 規則 を 制 定 し運⽤ す る 。

・ 運⽤ Ｗ Ｇ 及 び 運⽤ 責任 者 は 個 ⼈ 情 報 を 保 護す る た め に 、 導 ⼊ 時 の シ ス テ ム の 機 能の 確 認、 運⽤ 環 境 の 整 備 、 安 全 性 の 確 保 、 ア ク セ ス 権 限の 管 理 、

情 報 の 漏 洩 、 減 失 等 が 発 ⽣ した 際の 報 告 を ⾏ う こ と を 責務 と す る 。

（ ２ ） シ ス テ ム 利 ⽤ 者 の 責務
・ シ ス テ ム 利 ⽤ 者 は 、 ⾃ ⾝ の 認証番 号 や パ ス ワ ー ド を 管 理 し、 こ れ を 他 者 に 利 ⽤ さ せ て は な ら な い 。 ま た 、 与 え ら れ た ア ク セ ス 権 限を 越え た 操 作 は

⾏ わ ず 、 情 報 を ⽬ 的 外 に 利 ⽤ しな い 。 また 利 ⽤ 者 の プ ラ イ バ シ ー を 侵 害 しな い 。 契 約 に 基 づ きこ れ ら を 遵守 す る 。

（３）問合せ・苦情の窓口機能の整備
・ 利 ⽤ 者 か ら の 、 情 報 シ ス テ ム に つ い て の 問 合 せ ・ 苦情 へ の 対応 を す る 窓 ⼝ 機 能を 整 備 す る 。

・苦情の受け付け後は、その内容を検討し、直ちに必要な措置を講じる。

（ ４ ） ⼀ 般管 理 に お け る 運⽤ 管 理 事 項
・ 個 ⼈ 情 報 の 記録媒 体 の 管 理 （ 保 管 ・ 授 受 等 ） は 、 安 全 な 部屋 で ⾏ い 、 定 期 的 な バ ッ ク ア ッ プ を ⾏ う 。

・ 個 ⼈ 情 報 を 含 む 媒 体 の 廃 棄 に 当 た っ て は 、 安 全 か つ 確 実 に ⾏ い 、 運⽤ 責任 者 が 確 認し、 結 果 を 記録に 残 す 。

・ 運⽤ Ｗ Ｇ 及 び 運⽤ 管 理 者 は 、 業務 上 に お い て 情 報 漏 洩 な ど の リ ス ク が 予 想 さ れ る も の に 対し、 運⽤ 管 理 規則 の ⾒ 直 しを ⾏ う 。

・事故発生時の調査、報告等の対応を明確にし、直ちに必要な措置を講じることが可能となるよう周知徹底する。

（５）教育と訓練
・ マ ニ ュ ア ル を 整 備 し、 常 に シ ス テ ム 利 ⽤ 者 が 利 ⽤ 可 能な 状 態 に 置 く 。 ま た 、 情 報 シ ス テ ム の 取 り 扱 い 及 び 個 ⼈ 情 報 保 護に 関す る 研 修 を 実 施 す る 。

（６）業務委託の安全管理措置
・ 運⽤ Ｗ Ｇ 及 び 運⽤ 管 理 者 は 、 委 託先 事 業者 に お け る 保 守 作 業に 関し、 そ の 作 業者 、 作 業内 容 に つ き報 告 を 求 め 適切 で あ る こ と を 確 認す る 。 必 要と

認め た 場 合 は 適時 監 査 を ⾏ う 。

個人情報保護のための対策や情報の運用方法



平成２２年度「医療情報化促進事業」
11

【3.3 事業費】

区分 区分計 内訳 経費 算出根拠

人件費 61,600,000
36,000,000
16,000,000
8,000,000
1,600,000

（人件費合計）
＠ 6,250 ×1,440時間 × 4人 （新Net4U構 築 ・ ⻑ 期 ）
＠ 6,250 × 640時間 × 4人 （新Net4U構築・短期）
＠ 6,520 × 640時間 × 2人 （セキュリティ対策）
＠ 5,000 × 320時間 × 1人 （研究員）

事業費 9,917,500
旅費

会場費
謝⾦
調査費

外注費

補助職員人件費

1,864,500
1,320,000
66,000
33,000
330,000
115,500
45,000
270,000
18,000
6,000
12,000

2,420,000
1,980,000
440,000

2,880,000

（事業費合計）
（旅費合計）
＠40,000 × 11回 × 3人 （羽田空港－庄内空港）
＠ 2,000 × 11回 × 3人 （庄内空港－鶴岡市内）
＠ 1,000 × 11回 × 3人 （羽田空港－東京都内）
＠10,000 × 11回 × 3人 （宿泊費）
＠ 3,500 × 11回 × 3人 （日当）
＠ 1,000 × 3回 × 15人 （会議食事代（夜間））
＠ 6,000 × 3回 × 15人 （ 委 員 謝⾦ ）
（調査費合計）
＠ 3,000 × 2回 （アンケート調査用紙代）
＠ 120 × 100枚 （ 切 ⼿ 代 ）
（外注費合計）
＠60,000 × 11回 × 3台 （サーバー機リース代）
＠20,000 × 11回 × 2台 （パソコン機リース代）
＠ 1,500 × 960時間 × 2人 （アルバイト給与代）

委託費（再委託費） 15,000,000 ＠1,500,000 × 10人月 （相互運用性構築）

⼀ 般管 理 費 5,000,000

小計 91,517,500

消費税及び地方消費税 4,575,875

合計 96,093,375

⼩ 計（ ⼈ 件 費計＋ 事 業費計＋ 委 託費（ 再 委 託費） ＋ ⼀ 般管 理 費＋
消費税及び地方消費税額）


